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前回のまとめ（備忘録） 

 

 今回、私から申し上げたこと（申し上げたかったこと：時間の都合でお話できていないことを

含みます）を簡単に「とりまとめＭＥＭＯ」にしておきました。次回のための備忘録です。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

１．「危機の時代」は政権交代をして有権者・国民が（自公政権などのニセモノ政権から）「政治

を取り戻す」ことをしないと事態は改善しない（政治家主導の日本破壊が続いていく） 

 

２．合従連衡よりも政権構想の方が重要（アベ政権・自公政治に代えて、どのような政治や政策

をするのか、口先だけでなく覚悟はあるか） 

 合従連衡だけでは選挙に勝てなかった事例として、新潟県知事選挙、新潟市長選挙、東京都新

宿区長選挙・品川区長選挙、その他多数、その逆は下記の京都府・大山崎町長選 
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（１）まず真っ先にアベ政権が行った悪政を一掃する（アベ政権悪法一括廃止法案） 

 戦争法制（集団的自衛権他）及び戦争体制確立法制（宇宙基本法、特定秘密保護法、共謀罪、

盗聴法、原子力基本法、教育政策他）、原発・核燃料サイクル、労働法制・外国人労働者受入法・

外国人研修制度、カジノ、種子法廃止・種苗法改悪、改正ＰＦＩ法・水道法制、漁業法・農地法、

国家戦略特区、ゲノム編集・遺伝子組換え食品（表示含む）、ＴＰＰ・日欧ＥＰＡ・日豪ＦＴＡ

他の国際市場原理主義経済協定、消費増税他（山ほどあります） 

 

（２）新たな政策は「ゆっくり・じっくり」と＝欲張らない 

＊巨額な財政負担が必要な普遍主義的政策は、上記（１）を成就するまでは「禁欲的」に対応（イ

デオロギー的に猪突猛進してはいけない） 

＊有償保障による「脱原発＝原発ゼロ」と関連施策（使用済み核燃料安全対策、福島第１原発事

故の後始末、原発・核燃料サイクル施設立地自治体の経済振興支援政策、再生可能エネルギー本

格推進など）を直ちに実施（これについても大きな財源が必要） 

 

（３）（最初は小型なものから）有権者・国民の生活改善のための経済政策をきちんと打ち出す 

 例：大学生の奨学金制度・授業料減免・授業料引下げ、全国一律最低賃金制度と最低賃金額の

引き上げ（中小零細への支援付）、不公正な税制の抜本的改善（タックスヘイブン退治、金融所

得課税の総合課税化、大企業だけに有利な租税特別措置の廃止他）、日銀金融政策の改善など 

 

３．立憲民主党と「市民と野党の共闘」の「２つの地方支部づくり」と全国レベルでの「市民と

野党の共闘」連絡本部設置 

 立憲民主党支部が各地方の「市民と野党の共闘」の事務局を（建設的・前向きに）担えばいい 

 

４．多数派工作は「第一党」＝立憲民主党の政治的責任 

 立共同盟・立社同盟・立自同盟で「ＷＩＮＷＩＮ」に、国民民主党とは「棲み分け」（ケンカ

しない）、極力公開の場で協議 

 

５．改革政権の持続可能性が重要（石の上にも 10年） 

2019年 1月 30日 

ちょぼちょぼ市民連合：田中一郎 
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